
徳島市人事行政の運営等の状況について 

 

 徳島市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例（平成１７年徳島市条例第１９号）第６条の規定

に基づき、平成３０年度における徳島市の人事行政の運営等の状況の概要を公表します。 

 

令和２年２月１５日 

 

徳島市長  遠 藤  彰 良 

 

 

１ 職員の任免及び職員数に関する状況 

(1) 平成３０年度実施職員採用試験による採用の状況 

                                       【単位：人】 

試験区分 
採用

者数 
試験区分 

採用

者数 

上級 

行政事務 24 
初級 

消防吏員 5 

土木 6 病院局事務職（障害者対象） 2 

機械 1 保育士 12 

電気 1 保健師 2 

建築 2 看護師（職務経験１０年） ４ 

消防吏員 4 看護師 13 

病院局事務職 2 助産師 3 

病院局事務職（法務事務職） 1 臨床検査技師 2 

初級 
行政事務A 3 管理栄養士 1 

行政事務 B（障害者対象） 1 臨床工学技士 1 

計 90 

 

(2) 再任用職員の採用等の状況 

   再任用職員とは、高齢者雇用の推進のため定年退職者などから、あらためて採用される職員であ

り、平成３０年度における再任用職員の採用等の状況は、次のとおりです。 

                                    【単位：人】 

区 分 新規採用 任期更新 合計 

常時勤務職員（根拠法令：地方公務員法第 28 条の 4） 0 0 0 

短時間勤務職員（根拠法令：地方公務員法第 28 条の 5） 40 9７ １37 

 



 (3) 職員の退職の状況 

   平成３０年度における職員の退職状況は、次のとおりです。 

                                 【単位：人】 

区 分 定年退職 勧奨退職 普通退職 その他 合計 

退職者数 ６６ ２１ ２８ ２ １１７ 

   （注）１ 退職者数には、再任用職員、臨時的任用職員、非常勤職員などは除いています。 

      ２ その他には、死亡などによる退職を計上しています。 

 

 (4) 部門別職員数の状況と主な増減理由 

                             【単位：人、各年 4 月 1 日現在】 

区 分 
職員数 対前年 

増減数 
主な増減理由 

平成３０年 平成３１年 

一
般
行
政
部
門 

議会 15 15 0  

総務 279 288 9 業務体制の見直しによる増員など 

税務 99 99 0  

民生 413 416 3 欠員補充による増員など 

衛生 278 263 ▲15 欠員不補充による減員 

労働 0 0 0  

農林水産 46 47 1 欠員補充による増員 

商工 27 27 0  

土木 151 152 1 欠員補充による増員 

小計 1,308 1,307 ▲1  

特
別
行
政
部
門 

教育 453 439 ▲14 欠員不補充による減員など 

消防 247 247 0  

小計 700 686 ▲14  

公
営
企
業
等
会
計
部
門 

病院 430 441 11 診療部の体制見直しによる増員など 

水道 137 132 ▲5 業務体制の見直しによる減員など 

交通 61 56 ▲5 欠員不補充による減員 

下水道 71 69 ▲2 欠員不補充による減員 

その他 88 88 0  

小計 787 786 ▲1  

合計 2,795 2,779 ▲16  

   （注） 職員数は一般職に属する職員数であり、地方公務員の身分を保有する休職者、派遣職 

      員などを含み、臨時的任用職員又は非常勤職員を除いています。 

 



２ 職員の人事評価の状況 

 職員の職務で発揮した能力や業績について、人事評価を行い、評価結果を人事異動などに活用してい

ます。 

 

３ 職員の給与の状況 

 (1) 人件費の状況 

   人件費            １８，８２０，１４４千円（全歳出の１９．５％） 

   平成３０年度普通会計決算歳出額 ９６，４６６，５８９千円 

   （注） 人件費とは、特別職の給与、各種委員報酬、職員給与、退職手当、社会保険料等共済費

などをいいます。 

 

(2) 職員給与費の状況 

   平成３０年度普通会計決算職員給与費 １３，０００，６７２千円 

給料 

8,032,153 千円 

(61.8%) 

期末・勤勉手当 

3,296,960 千円 

(25.3%) 

職員手当 

1,671,559 千円 

(12.9%) 

   （注） 職員給与費とは、人件費のうち一般職員に支給される給料、諸手当などをいいます。 

 

(3) 職員の初任給及び経験年数別・学歴別平均給料月額の状況 

平成３１年４月１日現在【単位：円】 

区 分 

国 徳島市 

初任給 初任給 
経験年数 

１０年 １５年 ２０年 

一般行政職（大学卒） 182,200 182,200 266,906 318,500 364,388 

技能職（高校卒） 147,900 147,900 ― 281,900 318,267 

高等学校教育職（大学卒） ― 204,000 321,074 367,692 399,559 

幼稚園教育職（大学卒） ― 204,000 297,391 350,487 374,533 

 

(4) 職員の平均給料月額及び平均年齢の状況 

                 平成３１年４月１日現在 

区 分 平均給料月額 平均年齢 

一般行政職 325,595 円 42.07 歳 

技能職 358,631 円 50.09 歳 

高等学校教育職 389,819 円 44.05 歳 

幼稚園教育職 355,065 円 41.09 歳 

 



(5) 職員手当の状況 

                          平成３１年４月１日現在 

区分 平成３０年度支給割合 

勤
勉
手
当 

期
末
手
当 

支給期 期末手当 勤勉手当 

６月期 1.225 月分 0.90 月分 

１２月期 1.375 月分 0.95 月分 

合 計 2.60 月分 １.85 月分 

職制上の段階、職務の級等による加算措置あり 

退
職
手
当 

勤続年数 自己都合 定年・勧奨 

２０年 19.6695 月分 24.58688 月分 

２５年 28.0395 月分 33.27075 月分 

３５年 39.7575 月分 47.709 月分 

平成３０年度退職者平均支給額 5,326 千円 21,317 千円 

最高限度額 47.709 月分 

区分 支給額 

扶
養
手
当 

扶
養
親
族 

配偶者 6,500 円 

子 10,000 円 

父母等 6,500 円 

16～22 歳の子の加算 5,000 円 

住
居
手
当 

○借家など 

 家賃の額に応じて 27,000 円を限度に支給 

○持ち家 

 支給なし 

通
勤
手
当 

○バスなどの利用者 

 運賃額に応じて月額 55,000 円を限度に 6 箇月定期券の価額を一

括支給 

○自家用車などの利用者 

 距離に応じて 5,000 円～23,900 円を支給 

 

(6) 特別職の給料月額などの状況 

平成３１年４月１日現在 

区 分 給料月額 区 分 給料月額 

市長 950,300 円 議長 714,000 円 

第一副市長 833,280 円 副議長 647,000 円 

第二副市長 784,920 円 議員 606,000 円 

   （注） １ 期末手当は年間 3.25 月分です。 

２ 市長及び副市長は平成３０年４月１日から給料月額の減額（市長15%、副市長7%）

を実施しており、減額後の給料月額を示しています。 



４ 職員の勤務時間その他の勤務条件の状況 

(1) 勤務時間の概要 

開始時刻 午前 8 時 30 分 

終了時刻 午後 5 時 00 分 

休憩時間 午後 0 時～午後 0 時 45 分 

週休日 日曜日、土曜日 

1 週間当たりの勤務時間 38 時間 45 分 

   （注） 職場などにより、上記と異なる場合があります。 

 

(2) 休暇制度の概要 

   職員の休暇の概要は、次のとおりです。 

区 分 休暇期間 

年次休暇 
1 暦年について 20 日（前年に残日数がある場合は、翌年に限り 20

日を限度として翌年に繰越） 

婚姻の場合 7 日以内 

出産の場合 

医師又は助産師の証明に基づく出産の予定日以前 8 週間（多胎妊娠

の場合にあっては、14 週間）以内において女性職員が申し出た期間

及び産後 8 週間 

男性職員の育児参加 
妻の産前産後の期間中に、出産に係る子ども又は小学校就学の始期に

達するまでの子どもを養育する場合で、当該期間に 5 日以内 

忌引 
職員の親族などが死亡した場合、続柄や生計関係により 1 日～7 日

以内 

 

(3) 年次休暇の取得状況 

区 分 平成２９年 平成３０年 

年次休暇取得日数 13.1 日 13.3 日 

 

 

５ 職員の休業の状況 

(1) 育児休業の取得状況 

                【単位：人】 

区 分 取得者数 

平成２９年度以前から引き続き取得している者 87 

平成３０年度に新たに取得している者 51 

合 計 138 

   （注） 育児休業とは、職員が任命権者の承認を受けて、当該職員の 3 歳に満たない子どもを養

育するために、当該子どもが 3歳に達する日までの間で、必要とする期間を休業すること

です。 



(2) 部分休業の取得状況 

                【単位：人】 

区 分 取得者数 

平成２９年度以前から引き続き取得している者 15 

平成３０年度に新たに取得している者 30 

合 計 45 

   （注） 部分休業とは、職員が任命権者の承認を受けて、当該職員の小学校就学の始期に達する

までの子どもを養育するために、当該子どもが小学校就学の始期に達するまでの間で、必

要とする期間に係る 1 日の勤務時間の始め又は終わりにおいて、1 日を通じて 2 時間を

超えない範囲内で休業することです。 

 

(3) 育児短時間勤務の取得状況 

                【単位：人】 

区 分 取得者数 

平成２９年度以前から引き続き取得している者 2 

平成３０年度に新たに取得している者 2 

合 計 4 

   （注） 育児短時間勤務とは、職員が任命権者の承認を受けて、当該職員の小学校就学の始期に

達するまでの子どもを養育するために、当該子どもが小学校就学の始期に達するまでの間

で、必要とする期間に、下記の勤務形態から希望する日及び時間帯に勤務することができ

る制度です。 

      ① 月～金曜日の１日３時間５５分勤務（週１９時間３５分勤務） 

      ② 月～金曜日の１日４時間５５分勤務（週２４時間３５分勤務） 

      ③ 月～金曜日のうち３日勤務で１日７時間４５分（週２３時間１５分勤務） 

      ④ 月～金曜日のうち２日は１日７時間４５分、１日は３時間５５分勤務（週１９時間２

５分勤務） 

 

６ 職員の分限及び懲戒処分の状況 

(1)  分限処分の状況 

   平成３０年度において分限処分した処分者数は、２５人（降任１人、休職２４人）です。 

 

(2)  懲戒処分の状況 

   平成３０年度において懲戒処分した処分者数は、９人（戒告２人、減給３人、停職３人、免職１

人）です。 



７ 職員の服務の状況 

(1) 職務専念義務の状況 

   職員は、法律又は条例に特別の定めがある場合のほかは、その勤務時間及び職務上の注意力のす

べてをその職責遂行のために用いなければなりません。ただし、職務に専念する義務の特例に関す

る条例などにより、厚生に関する計画の実施に参加する場合など、任命権者の承認を得て、職務専

念義務が免除されることがあります。 

 

 (2) 営利企業等従事の許可状況 

   職員は、任命権者の許可を受けなければ、営利を目的とする会社などの役員を兼ねたり、報酬を

得ていかなる事業若しくは事務にも従事することはできません。 

 

８ 職員の退職管理の状況 

 (1) 再就職情報の届け出 

   管理職職員（課長級以上）であった者は、本市を離職後２年間のうちに民間企業等に再就職した

場合、離職時の任命権者に対し再就職情報を届出することとしています。 

 (2) 平成３０年度に離職した管理職職員の再就職の状況 

退職者数 

(課長級以上) 

左のうち再就職者数 

再任用職員 民間企業等 

３１人 １８人 ９人 

 

９ 職員の研修の状況 

(1) 平成３０年度職員研修実績 

                   【単位：人】 

区分 受講者数 研修内容など 

基本研修 861 新規採用職員研修、課長研修など 

専門研修 1,905 意識改革講座、政策立案研修、応対講座など 

派遣研修 155 徳島県自治研修センター、全国市町村国際文化研修所など 

 

10 職員の福祉及び利益の保護の状況 

(1)  福利厚生制度 

   福利厚生制度は、条例で徳島市職員互助会を設置し、給付やレクリエーション事業などを実施し

ています。費用は、職員の会費と市からの交付金で賄われています。 

    市交付金（全会計） 

平成３０年度決算額 21,348,577 円 会員数 2,797 人 

（平成３１年4月1日現在） 平成３１年度予算額  20,839,604 円 

   職員の年金や病気に対する給付などの共済制度は、地方公務員等共済組合法などにより行ってい

ます。 

 



(2)  公務災害補償制度 

   地方公務員災害補償法により、職員が公務上の災害又は通勤による災害を受けた場合に、その災

害で生じた補償などの事業を行うものです。 

公務災害 ５１件 通勤災害 １２件 

 

11 公平委員会の業務の状況 

(1)  勤務条件に関する措置要求の状況 

   職員は、給与、勤務時間その他の勤務条件に関し、公平委員会に対して、任命権者により適当な

措置が執られるよう要求することができます。 

   また、当該要求があったとき、公平委員会は、審査等を行い、その権限に属する事項については

自らこれを実行し、その他の事項については権限を有する任命権者に対し必要な勧告をしなければ

ならないこととなっています。平成３０年度における措置要求は０件でした。 

 

(2)  不利益処分に関する審査請求の状況 

   職員は、懲戒その他その意に反する不利益な処分を受けたときは、公平委員会に対して審査請求

をすることができます。 

   また、当該審査請求を受理したとき、公平委員会は、その事案の審査を行い、その処分の承認、

修正又は取消しを行い、必要があるときは、任命権者に対し職員がその処分によって受けた不当な

取扱いを是正するための指示をしなければならないこととなっています。平成３０年度における審

査請求は１件でした。 


